
●  公認会計士国会議員との意見交換会
●  武村展英議員と意見交換
●  衛藤征士郎衆議院議員と意見交換
●  「古川俊治国政報告会」に参加

■ 強く社会を生き抜くための
　「会計基礎教育」

■ 活動報告

2018年 6月15日
第434号
発行所
日本公認会計士政治連盟
〒102-8264
東京都千代田区九段南4-4-1
公認会計士会館
電話03-3515-1155

発行人　森 公高
編集人　林 敬子

■ 政治連盟会費の納付について（ご協力のお願い）

協会の事業として取組む意義
林　協会が会計基礎教育に取り組むよう
になった経緯を教えてください。
佐藤　協会では、2005年から小中学生向
けの会計講座「ハロー！会計」を実施してき
ました。全国で累計400回以上開催され、知
名度も上がってきたところです。しかし日本
全体で見ると、まだまだ会計の基礎的な素

学校教育へのアプローチ
林　多くの方に会計の素養を浸透させる
には、学校での教育が重要だと思います。
学校の授業で取り入れてもらう施策はあり
ますか。
佐藤　学校教育、特に、義務教育が重要
だと考えています。ただ、私たちは学校教育
に関しては全くの素人でしたので、まず義
務教育の授業の中で取り上げてもらえるよ
う、文部科学省にかけあってみようと、伝手
を頼って幹部に面会してきました。そこで言
われたのは、授業で取り上げるには学習指
導要領に書き込むことが必要だが、2021年
から実施される学習指導要領の改訂作業
は既に終わっており、次の改訂は10年後で
あるということでした。
林　10年後とは先が長いですね。
佐藤　実際の検討はその数年前から始ま

るとのことでしたので、それまでに、①会計
基礎教育に関する実態の調査、②会計に
関して「何を、いつ（何歳で）学ぶべきか」を
体系的に整理する「会計リテラシー・マッ
プ」の作成、③関係官庁・団体、教育関係
者等の参画する協議体の組成、の3つを進
めていこうと計画をまとめました。
林　その計画に基づいて、10年後を目指し
ていくわけですね。
佐藤　ところが、大きく予定が変わってし
まったのです。
林　どういうことですか？

「中学校学習指導要領解説」に
会計が登場
佐藤　学習指導要領は、学校で教えるべき
教育内容の大枠が規定されているのです
が、学習指導要領の改訂の後、「学習指導
要領解説」という教育内容に関する詳細な

解説を文部科学省が公
表しています。いわば、公
式の解説書です。実は、
全く想定していなかった
のですが、中学校社会
（公民）の「解説」に会計
情報の活用についての
内容が盛り込まれたので
す（※）。議員の先生方を
はじめ、各方面の方々に
私たちの考えを伝えてき
たことが実ったのだと思いますが、まさに急
転直下という感じでした。関係者に教えて
いただいたところ、学習指導要領に直接記
載がなくても、「解説」に盛り込まれると現場
は無視できない、また、教科書に取り上げら
れることもあるという性格のものなのだそう
です。これを受けて、「10年後の学習指導
要領の改訂に向けて」という計画は一旦棚
上げして、現在は、有識者にも相談しなが
ら、教科書や現場の授業で取り上げられ
るようにするための検討を中心に行ってい
ます。
林　うれしい誤算があったということです
ね。これからの予定を教えてください。

佐藤　この1年ほどで最も力を入れていこう
と思っているのは、「会計リテラシー・マップ」
の作成です。中学校社会（公民）の授業の
中で、会計情報の活用が取り上げられる可

能性が出てきましたが、現場の教員の方々
には、それが全体の中でどのように位置付
けられているのかというイメージが必要で
す。「会計リテラシー・マップ」は、公認会計
士や会計学者の知見だけでは作成できな
いと思っているので、教育学者の方々に協
力を仰ごうと考えています。
　もうひとつ力を入れたいのが、協会会員
の方々に理解してもらうための活動です。
ハロー！ 会計はある程度浸透していると思い
ますが、今回「解説」に取り上げられたこと
や協会が会計基礎教育推進の活動をして
いることは、まだ会員に知られていないと感
じています。学校関係者をはじめ社会的に
協会の活動を認知してもらうには、まず会
員の方々によく理解してもらう必要がありま
す。様々な機会をとらえて、会員に対する
周知活動を充実させていきたいと考えてい
ます。
林　ありがとうございました。

養に多くの国民が触れているとは言い難い
状況です。国民が社会で活躍するために
は、経済活動を正しく理解する会計の基礎
的素養を身に付ける必要がある、という認
識の下、協会では2016年の定期総会で会
則を改正し、協会の事業として「会計基礎
教育」を推進していくことを明らかにしまし
た。条文としては2条を追加する簡単な改
正でしたが、初めて会員・準会員に対するも

解が深まれば、会計を扱う専門職として公
認会計士のプレゼンスも向上すると思いま
す。しかしこの会計基礎教育は、公認会計
士の受験者を増やすことは視野に入れて
いません。多くの国民が会計の基礎的な素
養を身に付けることが社会の発展に不可
欠であるという思いから、純粋な社会貢献
として進めています。このことは協会の会員
にも理解しておいてほしいところです。

のではない“社会貢献としての事業”が会
則に記載されたということで、画期的な改正
だったと思います。
林　協会では、優秀な若者に公認会計士
になってほしいとの考えから「公認会計士
の魅力向上」に取り組んでいます。会計基
礎教育の推進は、公認会計士の魅力向上
にもつながっていきそうですね。
佐藤　もちろん、社会全体で「会計」への理

会計の何を、いつ学ぶべきか。

　起業について触れるとともに，経済活動や起業などを支える金融などの働きについて取り扱うこと（内容の

取扱い）については，（中略）社会に必要な様々な形態の起業を行うことの必要性に触れること，経済活動や起

業などを支える金融などの働きが重要であることについて取り扱うことを意味している。

　その際，効率と公正などに着目したり関連付けたりして，これまで我が国の経済活動を支えてきた個人や企

業の取組を受け継ぎつつ，今後様々な形態の起業が市場の拡大や多様化を促し，新たな雇用を創出すること

が予測されていることについて多面的・多角的に考察し，表現できるようにすることが大切である。また，資金

の流れや企業の経営の状況などを表す企業会計の意味を考察することを通して，企業を経営したり支えたり

することへの関心を高めるとともに，利害関係者への適正な会計情報の提供及び提供された会計情報の活

用が求められていること，これらの会計情報の提供や活用により，公正な環境の下での法令等に則った財やサ

ービスの創造が確保される仕組みとなっていることを理解できるようにすることも大切である。
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予測不可能な時代では、自分で考える力がますます重要になってきます。日
本公認会計士協会では、会計の素養が社会で活躍する力になると考え、会
計基礎教育の推進事業をスタートさせました。



活 動 報 告

　武村展英衆議院議員（自民党、滋賀3
区、公認会計士）が来会され、関根協会会
長、森政連会長、山田政連幹事長（協会副
会長）、高濱政連副会長
（協会副会長）と公認会
計士業界をめぐる課題等
について意見交換をした。
　武村議員は現在、自民
党金融調査会企業会計
に関する小委員会の事務

局を担当されており、当政治連盟の活動及
び協会の施策にご理解をいただいていると
ころである。

武村展英議員と意見交換 平成30年4月4日

　公認会計士制度振興国会議員連盟会
長 衛藤征士郎衆議院議員（自民、大分2区、
元衆議院副議長）と沖縄会役員4名との意
見交換が沖縄会事務局（那覇市）で行わ
れた。党本部の関係で衛藤代議士が沖縄
県を訪問される機会を捉
え、本年は2月の訪問に
引き続き2回目の那覇で
の意見交換である。沖縄
市在住の会員数や沖縄
県内の諸問題（一括交
付金等）や沖縄会が抱え
ている課題等について熱

い意見交換があり、2月の意見交換会以上
に代議士の沖縄に対する熱い思いに触れ
ることができた。（写真左から、小池真由美
幹事、有銘寛之副会長、衛藤代議士、田里
友治会長、前野信哉監事）

衛藤征士郎衆議院議員と意見交換

訂正とお詫び

政連ニュース第433号の記事に誤りがありましたので訂正しお詫び申し上げます。

　芝・東京プリンスホテルにおいて、古川俊治
参議院議員の国政報告会が盛大に開催さ
れた。会場には、古川議員の地元である埼
玉県岩槻の支援者をはじめ、ご出身である
病院関係者及び医療関係の方々が多数
出席され、古川議員の経歴の豊富さと人望
が見受けられた。
　当政治連盟も森会長をはじめ地元の埼
玉地方会からも多数の公認会計士が参加
した。古川議員には公認会計士業界に非
常に理解と関心を持っていただいており、

党金融調査会企業会計小委員会に毎回
ご出席をいただき、鋭い視点でご意見・ご指
導をいただいている。
　古川議員は、「来年夏の参議院選挙を
控えており、前回の獲得票数100万票を超
える110万票の獲得を目指し頑張っていく」
と力強く挨拶された。
　公認会計士業界の発展のためにも、豊
富な知識と経験をお持ちの古川議員を埼
玉地方会としてしっかりと応援して参りま
す。

「古川俊治国政報告会」に参加 平成30年4月12日

政治連盟会費の納付について（ご協力のお願い）

【お問合せ】 日本公認会計士政治連盟事務局　☎ 03-3515-1155　FAX 03-5226-3354

なお、会費の納付に便利な「預金口座自動振替」制度（年1回引落し）をご利用ください。

平成30年度の会費の納付にあたりましては、4月下旬に送付しました「払込取扱票」をご利
用ください。（あずさ、あらた、仰星、新日本、太陽、トーマツ、東陽の各監査法人所属の方々
には、法人本部を通してお願いしております。）

公認会計士12,000円 準会員1,200円
政治連盟会費（年額）

公認会計士国会議員との意見交換会

● 古賀 篤衆議院議員（自民党、福岡3区、元総務（兼）内閣府大臣政務官）
　昨秋の衆議院選挙では、お陰様で当選することができ感謝申し上げます。現在、予算委
員会及び内閣委員会、議院運営委員会等に所属し、国会対応に追われているところです。
　党内では、企業会計小委員会において事務局長を仰せつかっており、武村議員とも協力
し、協会の課題も踏まえ引き続き取り組んで参りますので、よろしくご指導をお願いいたします。

● 竹谷とし子参議院議員（公明党、東京都、参議院総務委員長）
　現在、参議院総務委員会委員長として経験を積ませていただいております。総務委員会
は地方自治行財政を所管しておりますが、地方公会計につきましては、被災地の自治体を
除き全国統一基準での財務諸表の作成・整備が進み、次はそれを如何に活用するかとい
う段階になっています。総務省とも連携をとりながら、「会計」というものを国又は地方自治体
の持続可能な発展に不可欠なものとして位置付けていきたいと考えています。

● 鷲尾英一郎衆議院議員（無所属、新潟2区、元農林水産大臣政務官）
　昨年の衆議院選挙では、無所属で立候補しましたが、温かいご支援をいただきありがと
うございました。今まで会計士業界の話題が出ると監査の後ろ向きの話が多かったのです
が、最近は話題が下火であり、協会執行部のご尽力を実感しているところです。常に制度
の改善は求められますが、協会は会計士業界を引っ張っていっていただきたいと思っており

アークヒルズクラブにおいて、公認会計士国会議員と政連役員の意見交換会が開催された。この
日は7名全員にお集まりいただき、公認会計士制度をめぐる課題と対応について話し合った。公認
会計士国会議員の皆さんからメッセージをいただきました。

ます。私も会計士業界の発展に協力して参ります。

● 若松謙維参議院議員（公明党、比例、法務委員会理事）
　現在、法務委員会の理事であり、去る4月の法務委員会の一般質疑で会社決算改革を
取り上げました。日本の株主総会は、上場会社の7割が6月末の3日間に集中して開催され、
投資家との対話が不十分との国内外機関投資家の声を反映して、日本は85日と短いことを
訴え、アメリカの約124日並みに株主総会を1か月延ばす提案をしました。すぐに法改正に繋
がるわけではありませんが、問題提起を続けることが重要であると考えております。

● 武村展英衆議院議員（自民党、滋賀3区、前内閣府大臣政務官）
　昨年は内閣府大臣政務官を担当させていただき、今年は自民党金融調査会企業会計
に関する小委員会の事務局をさせていただいております。これから数年がローテーション
制度の在り方等、公認会計士制度にとって大事な局面であると考えております。特に会計
士の独立性、懐疑心の発揮と、クライアントを熟知するという相反する目的を同時達成する
にはどういったことが必要なのかを掘り下げていかなければならないと思っております。

● 杉 久武参議院議員（公明党、大阪、元財務大臣政務官）
　地元大阪では初当選以後、公認会計士による囲む会を設立していただき、既に12回の
勉強会を開催させていただき感謝申し上げます。会計士の実務から離れて6年近くになりま
すが、会計士業界の課題についても全力で取り組んでいきたいと考えております。現在、参
議院の予算委員会と外交防衛委員会に所属しております。外交防衛委員会では国民の
生命、財産を守るという国民の負託にお応えできるよう仕事をしていきたいと思います。

●  日吉雄太衆議院議員
　（立憲民主党、比例東海、衆議院文部科学委員会委員）

　いつもお世話になっております。本日の意見交換におい
て気になったことは、監査法人のローテーション制度です。
私の思っているところですが、これが導入されますと監査
チームごとに移動してしまうのでないかと、むしろ効果でな
く混乱になるのではと危惧するところです。国会では文部
科学委員会に所属していますが、協会の学校法人委員
会に所属していた経験も踏まえ文部科学行政に取り組ん
でいきたいと思っております。写真前列左から、古賀篤議員（自民党）、竹谷とし子議員（公明党）、鷲尾英一郎議員（無所属）、若松謙維議員（公明党）、武村展英議員（自民党）、

杉久武議員（公明党）、日吉雄太議員（立憲民衆党）

平成30年4月7日政治連盟沖縄地方会

（誤）日下部与一ゼミ （正）日下部與市ゼミ

古川俊治参議院議員

武村展英衆議院議員

衛藤征士郎衆議院議員

平成30年4月16日


